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再受験生のための合格戦略会議 
vol.1 

～「フレームワーク」と「ツボ」で読み解く！

2016 年本試験問題～ 

リーダーズ総合研究所  

山田斉明 

はじめに 

民 法 

物 権 

債 権 

占有権 

本 権 

契 約 

事務管理 

不法行為 

契約以外 不当利得 

はじめに① 

 

Ｃ 

Ｄ 

（売主） 

行政行為 

行政手続法 行政不服審査法 

行政事件訴訟法

法 

国家賠償法 

はじめに② 

正当化 

制 約 

保護範囲 

 

保護範囲 

内⇔外 

 

 

要保護性 

高⇔低 

 

 
質 

直接⇔間接 

 

 
時間 

事前⇔事後 

 

 
審査密度 
厳格⇔緩和 

 

はじめに③ 

出題パターン 
（共通項） 

行政書士
試験 

行政書士
試験 

司法書士
試験 

司法試験 

記 憶 

はじめに④ 



2 

①グルーピング 

②抽象化 

出題のツボ 出題のツボ 

②抽象化 

①グルーピング 

はじめに⑤ 

出題パターン 
解法パターン 出題のツボ 出題のツボ 

はじめに⑥  

2016年 
本試験 

 条 文 判 例 

Ａランク 
  

Ｂランク 

  

Ｃランク 
  

 

２７ 

３０ 

３５ 

２８ 

２９ 

３２ 

３３ 

３１ 

３４ 

民法 出題分析 

 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

権利能力   ○  ○  ○   
制限行為能力     ○     
意思表示 ○  ○  ○ ○ ○ ○  
代 理 ○ ○   ○    ○ 
時 効  ○ ○ ○     ○ 

不動産物権変動 ○     ○    
動産物権変動    ○      
相隣関係     ○   ○  
共 有   ○    ○  ○ 
留置権        ○  
先取特権         ○ 
質 権          
抵当権 ○ ○ ○ ○   ○  ○ 

民法 出題傾向①  

 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

債務不履行 ○       ○ ○ 

債権者代位権         ○ 

詐害行為取消権       ○  ○ 

連帯債務 ○ ○  ○      

保 証  ○ ○ ○   ○   

債権譲渡          

弁済・相殺 ○      ○ ○  

契約の解除     ○ ○    

贈与（無償契約）        ○  

賃貸借契約 ○ ○   ○ ○    

委任契約   ○ ○ ○     

請負契約    ○      

不法行為  ○   ○  ○  ○ 

民法 出題傾向②  
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無権代理と相続 

共同相続 単独相続 

無権代理人の 
本人相続 

本人の 
無権代理人相続 

Ⅰ Ⅱ 

A B 

民法 問題28 無権代理と相続①  民法 問題28 無権代理と相続②  

 

 内部者 外部者 

モ ノ 

・明渡請求× 

・原状回復請求○ 

・明渡請求○ 

・妨害排除請求○ 

・抹消登記請求○ 

（単独で持分全部） 

カ ネ 

 ・損害賠償請求○ 

（自己の持分のみ） 

民法 問題29 共有 民法 問題32 詐害行為取消権 

契約関係 

な し あ り 

過失あり 過失なし 

民法 問題45 担保責任 

 

 条文（理論） 判例 

Ａランク 

 

 

 

 

Ｂランク 

 
 

 

Ｃランク   

８ 

４７ 

５４ 

４９ 

５１ ５５

５ 
５３ 

１３ １２ 

１１ １７ １５ 

１９ ９ １８ 

２５ １０ ２４ 

１６ 

２２ ２３ ２０ ２１ ２６ 

１４ 

行政法 出題分析 
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 21 22 23 24 25 26 27 28 

公法と私法  ○  ○ ○    

行政組織法 ○ ○  ○ ○  ○  

公務員法 ○ ○ ○  ○ ○ ◎  

行政立法  ○ ○   ○ ○  

行政行為   ○ ○  ○  ◎ 

行政契約    ○     

行政指導  ○       

行政計画 ○        

行政調査      ○   

行政裁量 ○ ○ ○ ○ ○   ○ 

行政上の義務履行確保 ○ ○ ○    ○  

行政罰 ○    ○    
 

行政法 出題傾向① 

 21 22 23 24 25 26 27 28 

処分性    ○    ○ 

原告適格  ○  ○  ○   

訴えの利益      ○   

取消訴訟の判決  ○     ○  

執行停止 ○  ○    ○  

教 示         

無効等確認訴訟    ○    ○ 

不作為の違法確認訴訟      ○  ○ 

義務付け訴訟   ○  ○    

差止訴訟         

当事者訴訟 ○  ○  ○    

行政法 出題傾向② 

 

Ｃ 

Ｄ 

行政行為 

国家権力 

授益的処分 

違法 

行政行為 

行政行為 

Ａ 
Ｂ 

行政庁 

作為 
義務 

免除 

職権取消 

行政行為 撤回 

行政法 問題８ 撤回① 

 行政行為の取消し 行政行為の撤回 

主 体 

① 職権取消 

 処分庁・上級行政庁 

② 争訟取消 

 裁判所 

原則として、処分庁のみ 

 

瑕疵の 

発生時期 
成立時 後発的 

法律の根拠 法律の根拠は不要 

限 界 

原則として、自由に取消し・撤回することができる

が、一定の場合（たとえば、授益的行政行為）には、

制限されることもある。 

効 果 遡及的無効 将来的無効 

行政法 問題８ 撤回② 

 

Ｄ 

土地 

契約時 

プロセス 

 

行為 結果 

判断過程審査 

実体的審査 

行政法 問題９ 行政裁量 

無効な行政行為 

現在の法律関係 
に関する訴え 

無効等確認訴訟 

公法上の 
法律関係 

私法上の 
法律関係 

行政法 問題10 公定力① 
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 取り消しうべき行政行為 無効な行政行為 

意 義 

違法であるが、権限ある

機関により取り消されな

い限り、有効なものとし

て扱われる行為をいう。 

行政行為の瑕疵が重大

かつ明白な行為をいう。 

公定力の 

有無 
あ り な し 

不服申立期

間出訴期間 
制限あり 制限なし 

効 果 

行政行為が取り消され

ると、当該行政行為の

成立時に遡って無効と

なる。 

初めから無効 

行政法 問題10 公定力② 

 審査請求 再調査の請求 再審査請求 

個別法の 

根拠規定 
不要 必要 必要 

不服申立て

の対象 
処分・不作為 処分 処分 

審理員制度 ○ × ○ 

第三者機関へ

の諮問制度 
○ × × 

標準審理期間 ○ ○ ○ 

教示制度 ○ ○ ○ 

訴訟との 

関係 

自由選択主義 

※例外として不

服申立前置 

 自由選択主義 

行政法 問題14 再調査の請求 

 

Ｃ 

Ｄ 

処分庁 

国家権力 

行政行為 

Ａ 

Ｂ 

審査庁 
Ａ 

審査請求 

異議申立て 

取消訴訟 

①審査請求 

審査請求人 

審理員 

行政不服審査会

い会査会 

参加人 

②指名 

③審理 

④意見書 

⑤諮問
する 

⑥答申 
⑦裁決 

行政法 問題15 審理員 

 処分庁（不作為庁） 上級行政庁 その他 

処 分 
取消し又は変更裁決 
（不利益変更×） 

取消し 

申請拒否 
処分 

①取消し 
②一定の処分をす
る 

①取消し 
②一定の処分をす
べき旨を命ずる 

取消し 

事実上の 
行為 

①違法又は不当
宣言 

②撤廃又は変更 
（不利益変更×） 

①違法又は不当
宣言 

②撤廃命令又は
変更命令 

（不利益変更×） 

①違法又は不当
宣言 

②撤廃命令 

不作為 

①違法又は不当
宣言 

②一定の処分をす
る 

①違法又は不当
宣言 

②一定の処分をす
べき旨を命ずる 

違法又は不当宣
言 

 

行政法 問題16 裁決 

行政上の 
強制手段 

行政強制 

行政罰 

行政上の 
強制執行 

即時強制 

行政刑罰 

秩序罰 

行政法 問題44 秩序罰① 

 

 行政刑罰 行政上の秩序罰 

要 件 重大な義務違反 軽微な義務違反 

効 果 

刑罰 

（懲役・禁錮・罰金・ 

拘留・科料） 

過 料 

刑法総則

の適用 
あ り な し 

手 続 
刑事訴訟法により裁

判所が科す。 

非訟事件手続法によ

り裁判所が、地方自

治法により長が科す。 

行政法 問題44 秩序罰② 
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 21 22 23 24 25 26 27 28 

人権享有主体性   ○    ○  

私人間適用     ○  ○  

公共の福祉  ○       

幸福追求権   ○   ○  ○ 

法の下の平等  ○  ○ ○ ○  ○ 

思想・良心の自由 ○        

信教の自由 ○       ○ 

学問の自由 ○        

表現の自由  ○ ○  ○    

職業選択の自由 ○     ○   

財産権         

社会権    ○   ○  

人身の自由         

憲法（人権） 出題傾向 憲法 問題４ 憲法13条 

≪法令違憲≫ 

①尊属殺重罰規定違憲判決 

②薬局距離制限違憲判決 

③衆議院議員定数不均衡違憲判決 

④森林法違憲判決 

⑤郵便法一部違憲判決 

⑥在外国民選挙権制限違憲判決 

⑦国籍法違憲判決 

⑧非嫡出子相続分差別規定違憲決定 

⑨女性再婚禁止期間規定一部違憲判決 
   

憲法 問題７ 法の下の平等 

基本書 
フレームワーク

講座 

 

 

応用 
レベル高 

OUTPUT 

 

 

INPUT 

基礎 
レベル低 

基本書フレームワーク講座① 

基本書 
フレームワーク

講座 合格ナビゲーション講座 

基本書フレームワーク講座 
イ 
ン 
プ 
ッ 
ト 

直前 
合格答案   

民行
模試 

ア 
ウ 
ト 
プ 
ッ 
ト 

総整理 

記述式対策 

出 
題 
予 
想  

公開
模試 

ゼ 
ミ リーダーズゼミ（民・行） 

基本書フレームワーク講座② 
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  インプット→アウトプット同時並行型講義 

☞出題パターン・解法パターンを伝授 

  「理解」＆「記憶」Ｗテキスト制 

☞基本書＋総整理ノート 

  ビジネスの世界でも役立つ思考法 

☞ロジカルシンキング 

基本書フレームワーク講座③ 基本書フレームワーク講座④ 

出題パターン 
解法パターン 

基本書フレームワーク講座⑤ 

大学教授 

理解 集約 

記憶 

パワーポイント 
スライド 

予備校 

ストラテジー 

思考法 

図解作成手法 

①ロジックツリー 
②マトリックス 
③プロセスチャート 

①ゼロベース思考 
②フレームワーク思考 
③オプション思考 

基本書フレームワーク講座⑥ 

 山田先生の講座は、抽象と具体、演繹と帰納を駆
使し、複雑に見える法律を体系的に単純化し、分か
りやすく説明していただけます。 
 次に、物事を単純化する方法論を講義の中で、教
えてくださいます。ロジックツリーを使い、体系的に理
解する事を繰り返し頭の中に叩き込まれます。多様な
法律を理解するときに、単純化して体系的に理解す
るという作業は、試験勉強でも実務でも一緒だという
事を、実務家になった今、強く実感しています。 
 実務家になった後も法律以外の所で活きてくる部
分がある講座は、山田先生の講座だけではないかと
思うくらい、他の講座とは一線を画していると思いま
す。山田先生の講義全体を一言で言えば、「ワクワク
する講座」「また受けたくなる講座」なのです。 

基本書フレームワーク講座⑦ 基本書フレームワーク講座⑧ 


